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土壌環境保全法施行規則

2014年4月30日環境省令第553号

2014年4月30日他法改正

所管：環境省土壌地下水課

第1条（目的）この規則は、「土壌環境保全法」及び同法施行令から委任された事項とその

施行に関して必要な事項を規定することを目的とする。＜改正2005.6.30＞

第1条の2（土壌汚染物質）「土壌環境保全法」（以下『法」という）第2条第2号の規定

による土壌汚染物質は、別表1のとおりである。＜改正2005.6.30＞

【本条新設2001.12.31】

第1条の3（特定土壌汚染管理対象施設）法第2条第4号の規定による特定土壌汚染管理

対象施設は、別表2のとおりである。

【本条新設2001.12.31】

【見出し改正2005.6.30】

第1条の4（土壌精密調査）法第2条第6号の規定による士壌精密調査は、士壌汚染が発

生した場所及びその周辺地域の土地利用用途、汚染物質の種類・特'性及び汚染物質の拡散

の可能’性等を勘案して最も適切な方法によって調査しなければならず、具体的な士壌精密

調査の方法は環境省長官が定めて告示する。＜改正2011.10.6＞

【全文改正2005.6.30】

【第4条から移動、従前の第1条の4は第1条の5に移動く2005.6.30>】

第1条の5（土壌汚染憂慮基準）法第4条の2の規定による土壌汚染憂慮基準は、別表3

のとおりである。

【本条新設2001.12.31】

【第1条の4から移動く2005.6.30>】

第2条（土壌汚染度測定網の設置）環境省長官は、法第5条第1項の規定によって測定網

を設置するときは、全国の国土を一定単位で区画化して設置するが、畑・水田・林野・公

園等土地の用途を考慮して測定地点の数を調整することができる。＜改正2009.6.25＞

【全文改正2001.12.31】
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第3条（土壌汚染実態調査）①特別市長・広域市長・道知事・特別自治道知事（以下「市・

道知事」という）又は市長・郡知事・区長（自治区の区庁長をいう。以下同じ）は、法第

5条第2項の規定によって土壌汚染実態調査を行うときは、工場･産業地域､廃金属鉱山、

廃棄物埋立地域、射撃場及び廃枕木使用地域周辺等土壌汚染の可能‘性の大きい場所を選定

して調査しなければならない。＜改正2005.6.30,2009.6.25、2011.10.6＞

②市長・郡知事・区長は、法第5条第2項の規定によって別紙第1号書式の土壌汚染実態

調査結果報告書を毎年12月31日までに市・道知事に提出しなければならず、市・道知事

は、自身が行った土壌汚染実態調査の結果及び市長・郡知事・区長が報告した土壌汚染実

態調査の結果を取りまとめて別紙第1号書式の土壌汚染実態調査結果報告書を翌年1月31

日までに環境省長官に提出しなければならない。＜改正2005.6.30＞

③土壌汚染実態調査の方法・手続き等に関して必要な細部事項は、環境省長官が定める。

【全文改疋2001.12.31】

第4条（土壌精密調査地域）法第5条第4項第3号ホの規定による地域は、次の各号のと

おりである。＜改正2013.5.31＞

1「国|坊・軍事施設事業に関する法律」第2条の規定による国防・軍事施設とその周辺地域

2「鉄道産業発展基本法」第3条第2号の規定による鉄道施設とその周辺地域

3次の各目の施設とその周辺地域

イ．「石油及び石油代替燃料事業法」第2条第7号の石油精製業者の石油精製施設及び貯蔵

施設

ロ．「石油及び石油代替燃料事業法」第2条第8号の石油輸出入業者の石油貯蔵施設

ハ．「石油及び石油代替燃料事業法」第2条第9号の石油販売業者の石油貯蔵施設及び販売

施設

二．「石油及び石油代替燃料事業法」第2条第14号の石油代替燃料の製造・輸出入業者の

石油代替燃料製造施設及び貯蔵施設

ホ．「石油及び石油代替燃料事業法」第2条第15号の石油代替燃料販売業者の石油代替燃

料貯蔵施設及び販売施設

4自然に起因する土壌汚染物質が検出される地域

5自然災害等によって土壌環境が変化して士壌精密調査が必要だとの土壌環境専門家の意

見のある地域

【本条新設2011.10.6】

第5条（測定網設置計画の告示）①法第6条の規定によって環境省長官が告示する測定網

設置計画には、次の各号の事項が含まれなければならない。＜改正2001.12.31＞

1測定網の設置時期

2測定網の配置図
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3測定地点の位置及び面積

②測定網設置計画の告示は､最初に測定網を設置する日の3月前に行わなければならない。

第5条の2（表土の浸食状況調査）①環境省長官は、法第6条の2の規定による表土の浸

食状況及び程度に対する調査を行う場合には、モニタリング、資料調査及び浸食量算定等

の方法によって実施しなければならない。

②第1項の規定による調査には、次の各号の事項を含まなければならない。

1位置、標高、地形（傾斜度、傾斜長）

2士地利用現況

3士‘性、容積密度、有機物含量、士壌構造、透水等級

4降雨特‘性

5植生及作物栽培の現状

6表土の流失防止及び復元対策等管理状況

7土壌浸食量

③その他第1項の規定による調査に必要な詳細事項は、環境省長官が定めて告示する。

【本条新設2011.10.6】

第5条の3（地方公共団体の浄化費用負担）法第6条の3第2項後段の規定によって環境

省長官が地方公共団体に負担させることができる費用は、土壌浄化等に要する費用総額の

100分の50以内とする。

【本条新設2011.10.6】

第5条の4（土壌浄化計画の策定）①環境省長官は、法第6条の3第3項の規定による土

壌浄化計画を策定する場合には、同条第1項の土壌精密調査の結果、確認された土壌汚染

の程度を反映して土壌浄化の優先順位を決めなければならない。

②法第6条の3第3項第4号の「環境省令で定める事項」とは次の各号のとおりである。

1施設の改善及び汚染の拡散防止等の応急措置計画

2浄化後の敷地活用計画

【本条新設2011.10.6】

第6条（損失補償請求書）「土壌環境保全法施行令」（以下「令」という）第5条第2項の

規定による損失補償請求書は、別紙第2号書式による。＜改正2005.6.30＞

第7条(裁決申請書)令第5条第4項の規定による裁決申請書は､別紙第3号書式による。

第7条の2（周辺地域）法第10条の2第1項の「環境省令で定める地域」とは、土壌汚染
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管理対象施設敷地の境界線から1メートルまでの地域をいう。ただし、法第23条の2の

規定による土壌関連専門機関（以下「土壌関連専門機関」という）は、土壌汚染管理対象

施設の種類並びに規模及び汚染物質の拡散の可能性、地下水の流れの方向、障害物の有無

等の地域的特‘性等を勘案して周辺地域の範囲を調整することができる。＜改正2008.7.30,

2011.10.6＞

【本条新設2001.12.31】

第8条（特定土壌汚染管理対象施設の設置届）令第6条第1項の規定による特定土壌汚染

管理対象施設設置届（電子文書化された届を含む）は、別紙第4号書式による。

【見出し改正2001.12.31,2005.6.30】

第8条の2（特定土壌汚染管理対象施設の変更の届出）次の各号の一に該当する場合には、

その事由が発生した日から30日以内に法第12条第1項後段の規定によって特定士壌汚染

管理対象施設の変更を届け出なければならない。＜改派2006.3.7＞

1事業所の名称又は代表者が変更された場合

2特定土壌汚染管理対象施設の使用を終了し、又は閉鎖する場合

3特定土壌汚染管理対象施設を増設又は交代し、又は土壌汚染防止施設を変更する場合

4特定土壌汚染管理対象施設に貯蔵する汚染物質を変更する場合

【本条新設2005.6.30】

第9条（特定土壌汚染管理対象施設の設置変更等届）令第6条第2項の規定による特定土

壌汚染管理対象施設設置変更（閉鎖）届（電子文書化された届を含む）は、別紙第5号書

式による。

【見出し改正2001.12.31,2005.6.30】

第10条(特定土壌汚染管理対象施設の届出済証)特別自治道知事・市長･郡知事･区長は、

令第6条第1項及び第2項の規定によって届出又は変更（閉鎖）届出を行った者に対して

は、別紙第6号書式による届出済証を交付しなければならない。＜改正2011.10.6＞

【見出し改正2001.12.31,2005.6.30】

第10条の2（他の法令による許可又は登録の通知）①法第12条第2項前段の「環境省令

で定める法令」とは、「送油管安全管理法」をいう。＜改正2005.6.30＞

②法第12条第2項の規定によって特定土壌汚染管理対象施設の設置の届出が擬制される許

可又は登録を行う行政機関の長が同項後段の規定によってその許可又は登録の事実を管轄

特別自治道知事・市長・郡知事・区長に通知するに当たっては、その通知書には次の各号

の書類を添付しなければならない。＜改正2005.6.30,2005.12.30、2008.7.30,2011.10.6＞
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1「危険物安全管理法」第6条の規定による製造所等設置許可の場合には、同法施行規則第

6条及び第7条の規定による設置許可申請書（変更許可申請書）及び構造設備明細書の写

し1部

2「有害化学物質管理法」第20条の規定による有毒物営業の登録の場合には、次の各号の

書類

イ．「有害化学物質管理法施行規則」第18条第1項の規定による登録申請書及び有毒物質

を取り扱う施設・設備等の内訳書の写し1部

ロ．「有害化学物質管理法施行規則」第19条第2項の規定による変更事項を証明すること

のできる書類の写し1部

3「送油管安全管理法」第3条の規定による工:事計画の認可の場合には、同法施行規則第3

条第1項第1号の規定による送油用施設の位置図（管径、緊急遮断バルブの位置記載）の

写し1部

【本条新設2001.12.31】

第10条の3（土壌汚染防止施設の推奨基準）令第7条の2第1項の規定による土壌汚染防

止施設の推奨設置・維持・管理基準は、別表3の2のとおりである。

【本条新設2013.5.31】

第11条（検査申請手続き等）①令第8条第1項又は第2項の規定による土壌汚染検査を受

けようとする者は、別紙第7号書式の土壌汚染検査申請書（電子文書化された申請書を含

む）に特定土壌汚染管理対象施設の図面を添付して士壌関連専門機関に提出しなければな

らない。＜改正2005.6.30,2011.10.6＞

②土壌関連専門機関は、第1項の規定による土壌汚染検査申請書を受けたときは、次の各

号による検査及び分析を行わなければならない。

1検査申請書を受けた日から7日以内に試料･採取又は漏出検査

2特別な事由がない限り試料採取日から14日以内に理化学的分析

【全文改正2001.12.31】

第12条（土壌汚染度検査の周期等）①特定土壌汚染管理対象施設の設置者は、令第8条第

1項第1号･本文の規定によって次の各号の区分による日から6月以内に土壌汚染度検査を

受けなければならない。＜改正2005.6.30,2008.7.30、2009.6.25＞

1別表2第1号の規定による石油類の製造及び貯蔵施設の場合には、「危険物安全管理法」

第9条の規定によって施設設置に伴う完工検査を受けて通合と認められた日

2別表2第2号の規定による有毒物の製造及び貯蔵施設の場合には､｢有害化学物質管理法」

第20条第1項の規定による有毒物営業の登録を行った日又は同法第34条第1項の規定に

よる取扱い制限有毒物営業の許可を受けた日
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3別表2第4号の規定によって環境省長官が告示する施設の場合には、法第12条第1項の

規定による届出を行った日

②令第8条第1項第1号ただし書の規定によって土壌汚染防止施設を設置した場合の土壌

汚染度検査の周期及び同項第2号の規定による漏出検査対象施設を設潰した場合の漏出検

査の周期は、別表4のとおりである。＜改正2009.6.25＞

【全文改正2001.12.31】

【見出し改正2008.7.30】

第13条（漏出検査等）①令第8条第2項第4号の「環境省令で定める基準」とは別表3の

土壌汚染憂慮基準のうち3地域に適用される基準をいう。＜改正2007.11.13.,2009.6.25＞

②第1項の規定による漏出検査は、土壌汚染度検査結果の通知を受けた日から30日以内に

受けなければならない。

【全文改正2001.12.31】

第14条（検査項目）令第8条第5項の規定による特定土壌汚染管理対象施設ごとの土壌汚

染検査項目は、別表5のとおりである。＜改正2005.6.30,2006.3.7＞

【全文改正2001.12.31】

第15条（土壌汚染検査の免除承認申請）法第13条第1項ただし書の規定による土壌汚染

検査の免除承認を申請しようとする者は、別紙第7号の2書式による土壌汚染検査免除承

認申請書（電子文書化された申請書を含む）に令第8条の2第1項の規定による免除要件

に該当することを証明することのできる書類を添付して特別自治道知事・市長・郡知事・

区長に提出しなければならない。＜改正2011.10.6＞

【全文改正2005.6.30】

第15条の2（漏出検査対象施設）①法第13条第3項ただし書の規定によって漏出検査対

象施設として認定を受けようとする者は、別紙第4号書式の特定土壌汚染管理対象施設設

置届又は別紙第5号書式の特定土壌汚染管理対象施設設置変更届に漏出検査対象施設への

該当の有無を判断することのできる土壌関連専門機関の意見書を添付して特別自治道知事

・市長・郡知事・区長に提出しなければならない。

②第1項の規定によって申請を受けた特別自治道知事・市長・郡知事・区長は、当該施設

の漏出検査対象施設への該当の有無を判断して申請者に通知しなければならない。

【本条新設2011.10.6】

第16条（検査結果の通知等）土壌関連専門機関は、土壌汚染検査を実施したときは、法第

13条第4項の規定によって検査終了後7日以内に別紙第8号書式によって特定土壌汚染管
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理対象施設の設置者、管轄特別自治道知事・市長・郡知事・区長及び管轄消防署長（｢危険

物安全管理法」によって許可を受けた施設のうち漏出検査の結果汚染物質の漏出が確認さ

れた場合に限る）にその検査結果を通知しなければならず、検査結果の通知を受けた特定

土壌汚染管理対象施設の設置者は、検査結果を5年間保管しなければならない。＜改正

2005．6．30，2011．10．6＞

【全文改正2001.12.31】

第17条（試糊乗取方法等）法第13条第5項の規定による土壌汚染検査のための試料採取

は、別表6の方法による。＜改正2005.6.30＞

【全文改正2001.12.31】

第17条の2（精密な検査のための土壌関連専門機関）法第13条第6項の「環境省令で定

める土壌関連専門機関」とは、次の各号のとおりである。

1流域環境庁又は地方環境庁

2市･道（特別市、広域市・道をいう。以下同じ）保健環境研究院

【本条新設2005.6.30】

第17条の3（地方公共団体の長の措置結果報告）市・道知事又は市長・郡知事・区長は、

法第15条第7項の規定によって環境省長官が要求した事項を措置したときは、遅滞なく

汚染原因者、措置命令の内容及び履行期間等を環境省長官に報告しなければならず、汚染

原因者が措置命令の履行を完了したときもまた履行完了内訳を環境省長官に報告しなけれ

ばならない。

【本条新設2005.6.30】

第18条（措置命令等に伴う履行報告）①法第15条の2の規定による措置命令又は中止命

令の履行報告は、別紙第9号書式の履行報告書（電子文書化された報告書を含む）に次の

各号の区分による書類を添付しなければならない。＜改正2008.7.30,2011.10.6、

2013．5．31＞

1精密調査命令の場合

イ．敷地及び周辺地域の汚染範囲の調査明細書

ロ．各改善地点の土壌汚染度検査結果

2施設設置・改善・移転又は浄化措置命令の場合

イ．施設改善・汚染土壌浄化等改善明細書又は土壌浄化検証報告書。この場合、土壌浄化検

証報告書には浄化方法の適正'性検討内容､各浄化方法の浄化過程､土壌汚染度の変化推移、

環境管理事項、土壌浄化日誌、汚染土壌の搬出内訳、浄化土壌の再使用内訳を含めなけれ

ばならない。
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ロ．第1号ロの書類。ただし、敷地外で処理する場合には、各改善地点の土壌汚染度検査実

施後、移転した土壌処理内容の証明資料【移転場所、移転量及び処理内容（処理者、領収

書、写真等)】を提出する。

ハ．土壌浄化検証書（土壌浄化検証対象事業の場合のみ該当する）

②市・道知事又は市長・郡知事・区長は、第1項の履行報告を受けたときは、関係公務員

をして書類及び現場調査によって遅滞なくその命令の履行状態を確認させなければならな

い。＜改正2005.6.30＞

【全文改正2001.12.31】

【見出し改正2005.6.30】

第19条（搬出浄化対象）次の各号の…に該当する場合には、法第15条の3第3項ただし

書の規定によって汚染土壌（土壌汚染度が第1条の5の規定による土壌汚染憂慮基準を超

える士壌を言う。以下同じ）を搬出して浄化することができる。＜改正2009.6.25,

2013.5.31＞

1「国土の計画及び利用に関する法律」による都市地域内の建設工事現場等環境省長官が定

めて告示する場合

2土壌汚染物質運送車両の転覆等緊急事故による汚染土壌でただちに処理しなければなら

ない場合

3汚染土壌の量が5立方メートル未満であり現場で浄化する場合に浄化効率が著しく低下す

る場合

4令第5条の2第2項、第8条の3第2項又は第9条の2第1項の規定によって汚染土壌

の浄化措置命令を受けた者が汚染土壌浄化工事を実施したが、汚染物質の種類、汚染の程

度及び技術的な限界訪によって最初の措置命令の期間内にこれを完了できなかった場合で、

法第15条の6第1項本文の規定による土壌汚染調査機関の浄化過程の検証の結果搬出し

て浄化する必要があると認めた場合。ただし、法第15条の6第1項ただし書の規定によ

って浄化過程に対する検証を省略することができる場合には、最初の措置命令期間内に本

文による理由のためにこれを履行できなければ別途の検証手続きなしに搬出して浄化する

ことができる。

5土壌汚染が発生した敷地が同…･市・郡・厩内に点在している場合で汚染敷地の所有者又は

汚染原因者が同一であり、各汚染敷地のすべてに土壌浄化施設を設償することが困難なた

め土壌浄化業者が汚染敷地のうち一か所に設置した施設を利用して一括して浄化する場合

（浄化対象汚染土壌の全部を一つの土壌浄化業者に委託した場合のみ該当する）

6汚染土壌を研究目的に利用しようとする場合で国立環境科学院長の意見を聞いて環境省

長官が承認した場合

【全文改正2005.6.30】
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第19条の2（汚染土壌の搬出手続き及び方法等）①法第15条の3第3項ただし書の規定

によって汚染士壌を搬出して浄化しようとする者は、別紙第9号の2書式の汚染士壌搬出

浄化（変更）計画書（電子文書化された計画書を含む）に次の各号の書類を添付して管轄

特別自治道知事・市長･郡知事･区長に事前に提出しなければならない。＜改正2008.7.30、

2011．10．6，2013．5．31＞

1運搬委託契約書の写し（運搬を委託する場合のみ該当する）

2浄化検証契約書の写し

②特別自治道知事・市長・郡知事・区長は、汚染土壌搬出浄化（変更）計画書を検討して

搬出浄化の計画が適正な場合には10日以内に適正通知を行わなければならず、第19条の

規定による搬出浄化対象に該当しない等搬出浄化計画の内容が適IEでない場合には10日

以内に汚染士壌搬出浄化（変更）計画書を不受理とし、又は補完を要求しなければならな

い。＜改正2008.7.30,2011.10.6＞

③特別自治道知事・市長・郡知事・区長は、第2項の規定によって適正と通知したときは、

搬出浄化計画の内容を、搬入地を管轄する市・道知事及び市長・郡知事・区長に通知しな

ければならない。＜改正2011.10.6,2013.5.31＞

④法第15条の3第4項後段の「環境省令で定める重要な事項」とは次の各号をいう。＜新

設2008.7.30、2011.10.6,2013.5.31＞

1搬出汚染土壌の量又は汚染範囲（20パーセント以上増減した場合のみ該当する）

2搬出汚染土壌の汚染の程度（20パーセント以上増減した場合のみ該当する)、又は土壌汚

染物質の種類

3浄化方法、浄化に要する期間、土壌浄化業者又は検証する土壌関連専門機関

⑤法第15条の3第4項後段の規定によって汚染土壌搬出浄化計画のうち第4項各号の一に

該当する事項を変更しようとする者は、別紙第9号の2書式の汚染土壌搬出浄化（変更）

計画書に変更内容に関連する書類を添付して管轄特別自治道知事・市長・郡知事・区長に

提出しなければならない。この場合、第2項及び第3項を準用する。＜改疋2013.5.31＞

⑥法第15条の3第8項の土壌引継書は、別紙第9号の3書式のとおりである。＜改正

2013．5．31＞

⑦法第15条の3第8項の土壌引継書の作成方法、作成時期及び土壌引継ぎの時期は別表6

の2のとおりである。＜新設2013.5.31＞

⑧第1項から第7項で定めた事項以外に汚染土壌の搬出又は浄化に必要な事項は、環境省

長官が定めて告示する。＜新設2013.5.31＞

【本条新設2005.6.30】

第19条の3（リスク評価の項目及び方法）①法第15条の5第1項の規定によるリスク評

価（以下「リスク評価」という）の対象汚染物質は、次の各号のとおりである。

1油類：ベンゼン、トルエン、エチルベンゼン、キシレン

資料6-2-9



2重金属類：カドミウム、銅、ヒ素、水銀、鉛、六価クロム、亜鉛、ニッケル

3その他環境省長官が人体及び環境に危害を与えるおそれがあると認めて告示する物質

②リスク評価を行おうとする者は、リスク評価対象地域の特‘性を考慮して次の各号の事項

を含むリスク評価計画書を作成しなければならない。この場合、市・道知事、市長・郡知

事・区長又は汚染原因者は、リスク評価計画書を環境省長官に提出して検討を受けなけれ

ばならない。

1第1項の規定による汚染物質のうちリスク評価を実施する汚染物質

2現場調査の方法

3汚染物質の露出経路

4毒‘性評価資料

③環境省長官、市・道知事、市長・郡知事・区長又は汚染原因者は、リスク評価機関をし

て第2項の規定によるリスク評価計画書に基づいて次の各号の項目に対してリスク評価を

行い、リスク評価書を作成させなければならない。

1汚染の範囲及び露出濃度

2露出評価及び毒‘性評価の結果

3危害の程度及び浄化の時期、浄化範囲、浄化水準

④汚染原因者は、第3項の規定によるリスク評価書を環境省長官又は管轄特別自治道知事

・市長・郡知事・区長に提出しなければならない。

⑤環境省長官、市・道知事又は市長・郡知事・区長は、第3項及び第4項の規定によるリ

スク評価書に対する次の各号の事項を当該機関のインターネットホームページ等に20日

以上公告し、リスク評価対象汚染土壌によって影響を受ける地域又はリスク評価対象地域

が含まれる当該特別自治道・市・郡・区の住民がリスク評価書を縦覧することができるよ

うにしなければならない。

1リスク評価書の要約版

2リスク評価書の縦覧期間及び縦覧場所

3リスク評価書に対する意見の提出時期及び方法

⑥リスク評価対象汚染土壌によって影響を受ける地域又はリスク評価対象地域が含まれる

当該特別自治道・市・郡・厩の住民は、リスク評価書に対する意見を管轄特別自治道知事

・市長・郡知事・区長に提出することができる。

【本条新設2011.10.6】

【従前の第19条の3は第19条の6に移動く2011.10.6>】

第19条の4（リスク評価の検証手続き）①市・道知事、市長・郡知事・区長又は汚染原因

者は、法第15条の5第3項の規定によってリスク評価の結果を土壌浄化の時期、範囲及

び水準等に反映しようとする場合には、第19条の3第3項の規定によるリスク評価書及

び同条第6項の規定による地域住民の意見を環境省長官に提出して検証を受けなければな
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らない。

②環境省長官は、第1項の規定によってリスク評価書を検証する場合には、次の各号の事

項に対して検討しなければならない。

1リスク評価実施汚染物質の適正‘性の当否

2リスク評価の過程

3危害の程度及び浄化の時期、浄化範囲、浄化水準の適正‘性の当否

③環境省長官は、第1項の規定によってリスク評価書を検証する場合には、その技術的事

項を検討するために国立環境科学院又は「韓国環境公団法」による韓国環境公団（以下「韓

国環境公団jという）の意見を聞くことができる。

④環境省長官は、第1項の規定によるリスク評価書の検証のために国立環境科学院の担当

者及び韓国環境公団の担当者、リスク評価関連の専門家等で構成されたリスク評価検証委

員会を組織・運営することができる。

⑤市・道知事、市長・郡知事・区長又は汚染原因者は、特別な事由がない限り第1項の規

定による検証結果をリスク評価書に反映しなければならない。

【本条新設2011.10.6】

【従前の第19条の4は第19条の7に移動く2011.10.6>】

第19条の5（リスク評価対象地域の管理等）①環境省長官、市・道知事、市長・郡知事・

区長又は汚染原因者は、法第15条の5第3項の規定によってリスク評価の結果を土壌浄

化の時期に反映しようとする場合、リスク評価の最初の検証後2年ごとに士壌関連専門機

関をしてリスク評価対象地域に対する汚染土壌モニタリングを実施させなければならない。

この場合、市・道知事、市長・郡知事・区長又は汚染原因者は、モニタリング結果を環境

省長官に提出してリスク評価に基づく浄化時期の再検証を受けなければならない。

②その他リスク評価に関する詳細事項は環境省長官が定めて告示する。

【本条新設2011.10.6】

第19条の6（汚染土壌浄化計画の提出等）①法第15条の6第2項の規定によって汚染土

壌浄化計画又は汚染土壌浄化変更計画を提出しようとする者は、別紙第9号の4書式の汚

染土壌浄化（変更）計画書（電子文書化された計画書を含む）に次の各号の書類を添付し

て浄化工事着工7日前まで又は浄化計画の変更事由が発生した日から7日以内に管轄特別

自治道知事・市長･郡知事･区長に提出しなければならない。＜改正2009.6.25,2011.10.6、

2013．5．31＞

1汚染士壌浄化工事計画書

2浄化施設の設置・運営計画書（汚染土壌を搬出して浄化する場合は除く）

3浄化事業契約書の写し

4浄化検証契約書の写し
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②法第15条の6第2項後段の「環境省令で定める事項」とは次の各号の事項をいう。＜改

正2011.10.6＞

1汚染土壌の量又は汚染範囲（20パーセント以上増減した場合のみ該当する）

2土壌汚染物質の汚染の程度（20パーセント以上増減した場合のみ該当する）又は土壌汚

染物質の種類

3浄化方法、浄化に要する期間、土壌浄化業者又は検証する土壌関連専門機関

4浄化施設設置・運営計画の変更

③第2項各号の一に該当する事項を変更しようとする者は、別紙第9号の4書式の汚染土

壌浄化（変更）計画書（電子文書化された計画書を含む）に変更内容に関連する書類を添

付して管轄特別自治道知事・市長・郡知事・区長に提出しなければならない。＜改正

2011．10．6，2013．5．31＞

【全文改正2008.7.30】

【第19条の3から移動く2011.10.6>】

第19条の7（検証の手続き・方法等）①法第15条の6第1項の規定による浄化過程及び

浄化完了に対する検証は、浄化着工から浄化完了まで土壌浄化の段階ごとに汚染土壌が適

正に浄化されるようにしなければならず、検証の手続き・内容及び方法に関する具体的な

事項は環境省長官が定めて告示する。

②法第15条の6第3項後段の規定による検証手数料の算定基準は､別表6の3のとおりで

ある。＜改正2008.7.30,2013.5.31＞

【本条新設2005.6.30】

【第19条の4から移動く2011.10.6>】

第20条（土壌汚染対策基準）法第16条の規定による土壌汚染対策基準は、別表7のとお

りである。＜改正2001.12.31＞

【第21条から移動、従前の第20条は削除く2001.12.31>】

第21条（対策地域指定申請書）令第12条の規定による土壌保全対策地域（以下「対策地

域」という）の指定申請書は、別紙第10号書式による。＜改正2001.12.31＞

【第22条から移動、従前の第21条は第20条に移動く2001.12.31>】

第22条（対策地域の指定・告示事項）法第17条第4項の規定によって環境省長官が対策

地域を指定するときに告示に含まれなければならない事項は、次の各号のとおりである。

1対策地域の指定期限を定める場合には、その期限

2その他環境省長官が必要と認めて定める事項

【第23条から移動、従前の第22条は第21条に移動く2001.12.31>】
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